Ⅳ　詳細資料
（全設問及び回答）
※自由記述設問除く
調査項目と回答
Ⅰ　企業の現況
１　企業規模についておたずねします。
(1)　企業規模を次から選択してください。
企業規模の判断にあたっては、派遣労働者・請負労働者を除いた労働者数で御回答くだ
さい。
また、家族労働者でも他の労働者と同じように勤務し、給料を得ている場合は労働者数
に含めてください。
企業規模別回答数
[image: image1.emf]・

正社員 ： 雇用している労働者のうち、特に雇用期間を定めていない者。

　 （常時勤務、毎月給与の役員を含む。他企業への出向者は除く。）

・

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者  ： 正社員より１日の所定労働時間が短いか、１週の所定内労働日数が少ない者。

・

派遣労働者 ： 「労働者派遣法（「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

保護等に関する法律」）に基づく派遣元事業所から派遣された者。

・

その他 ： 上記以外の労働者。（嘱託社員、契約社員、臨時・日雇労働者等）

雇用形態別労働者


企業規模別・産業分類別回答数
[image: image2.emf]・

正社員 ：雇用している労働者のうち、特に雇用期間を定めていない者。

　

・

非正社員 ：雇用している労働者のうち、雇用期間に定めがある者。

雇用形態別労働者


２　労働組合についておたずねします。
(1)　労働組合はありますか。
[image: image3.emf]DX（デジタルトランスフォーメーション）とは

データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す

るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革すること。


Ⅱ　貴事業所の現況
１　貴事業所で働く労働者の雇用形態の状況についておたずねします。
貴事業所の雇用形態別の労働者数（令和５年６月３０日時点）を教えてください。
該当がない箇所は「０」を記入してください。
(注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。
[image: image4.emf]回答

事業所数

件

2,023         

10～29人 414           

30人～99人 595           

100～299人 476           

300～499人 113           

500～999人 125           

1000人以上 300           

区分



企

業

規

模


[image: image5.emf]回答

事業所数

件

2,023         

10～29人 414           

30人～99人 595           

100～299人 476           

300～499人 113           

500～999人 125           

1000人以上 300           

建設業 131           

製造業 273           

電気・ガス・熱供給・水道業 3              

情報通信業 50             

運輸業、郵便業 108           

卸売業、小売業 459           

金融業、保険業 40             

不動産業、物品賃貸業 51             

学術研究、専門・技術サービス業 73             

宿泊業、飲食サービス業 134           

生活関連サービス業、娯楽業 47             

教育、学習支援業 87             

医療、福祉 467           

複合サービス事業 7              

サービス業 93             

区分



企

業

規

模

産

業

分

類


Ⅲ　働き方改革関連法に関すること
１　時間外労働について
(1)　正社員および非正社員の時間外労働についておたずねします。
直近１か月の時間外労働時間数について、以下にあてはまる労働者はいますか。
該当者がいる場合は、恒常的か一時的かあてはまる欄に○印を付してください。

[image: image6.emf]集計数

件 件 件

2,023     537       1,486    

10人～29人 414       31         383      

30人～99人 595       79         516      

100人～299人 476       131       345      

300人～499人 113       44         69        

500人～999人 125       53         72        

1000人以上 300       199       101      

建設業 131       30         101      

製造業 273       74         199      

電気・ガス・熱供給・水道業 3           1           2          

情報通信業 50         5           45        

運輸業、郵便業 108       45         63        

卸売業、小売業 459       194       265      

金融業、保険業 40         18         22        

不動産業、物品賃貸業 51         6           45        

学術研究、専門・技術サービス業 73         19         54        

宿泊業、飲食サービス業 134       26         108      

生活関連サービス業、娯楽業 47         10         37        

教育、学習支援業 87         34         53        

医療、福祉 467       51         416      

複合サービス事業 7           4           3          

サービス業 93         20         73        

産

業

分

類

区分

ある ない



企

業

規

模


[image: image7.emf]件 人 人 人 人 人 人

2,023        144,494      85,589       58,905       42,800       4,723         11,382      

1,486        94,339        55,879       38,460       29,189       2,721         6,550        

537          50,155        29,710       20,445       13,611       2,002         4,832        

１０～２９人 414          7,263          4,207         3,056         2,420         112           524          

３０～９９人 595          29,616        18,195       11,421       8,742         673           2,006        

１００～２９９人 476          57,357        34,278       23,079       16,497       1,908         4,674        

３００～４９９人 113          10,674        7,594         3,080         1,650         534           896          

５００～９９９人 125          11,238        7,109         4,129         2,689         339           1,101        

１０００人以上 300          28,346        14,206       14,140       10,802       1,157         2,181        

建設業 131          8,031          7,045         986           164           374           448          

製造業 273          20,187        14,845       5,342         3,388         850           1,104        

　電気・ガス・熱供給・水道業 3              300            279           21             0 17             4              

情報通信業 50            4,011          3,083         928           289           276           363          

運輸業、郵便業 108          6,562          4,257         2,305         1,450         207           648          

卸売業、小売業 459          32,937        18,076       14,861       11,247       1,126         2,488        

金融業、保険業 40            2,417          1,761         656           272           174           210          

不動産業、物品賃貸業 51            3,007          2,037         970           686           113           171          

学術研究、専門・技術サービス業 73            5,462          3,757         1,705         472           400           833          

宿泊業、飲食サービス業 134          8,957          2,317         6,640         5,960         158           522          

生活関連サービス業、娯楽業 47            2,991          1,033         1,958         1,578         72             308          

教育、学習支援業 87            6,885          3,042         3,843         2,343         136           1,364        

医療、福祉 467          35,361        20,854       14,507       12,085       609           1,813        

複合サービス事業 7              643            432           211           176           18             17            

サービス業 93            6,743          2,771         3,972         2,690         193           1,089        

産

業

分

類

派遣労働者 そ　の　他

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

区分

集計

事業所数

総労働者数 正社員 非正社員

パートタイム

労働者


[image: image8.emf]正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,071 952 543 409

834 652 369 283

237 300 174 126

10人～29人

306 108 71 37

30人～99人

321 274 140 134

100人～299人

216 260 150 110

300人～499人

40 73 41 32

500人～999人

55 70 45 25

1000人以上

133 167 96 71

建設業

43 88 58 30

製造業

129 144 82 62

電気・ガス・熱供給・水道業

1 2 0 2

情報通信業

14 36 16 20

運輸業、郵便業

34 74 51 23

卸売業、小売業

241 218 116 102

金融業、保険業

21 19 14 5

不動産業、物品賃貸業

29 22 8 14

学術研究、専門・技術サービス業

22 51 35 16

宿泊業、飲食サービス業

64 70 42 28

生活関連サービス業、娯楽業

29 18 13 5

教育、学習支援業

59 28 15 13

医療、福祉

334 133 62 71

複合サービス事業

5 2 0 2

サービス業

46 47 31 16

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類

（30時間以上45時間未満）

区分

いない

いる

全体

労組なし


[image: image9.emf]正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,546 477 174 303

1,180 306 115 191

366 171 59 112

10人～29人

369 45 14 31

30人～99人

471 124 45 79

100人～299人

345 131 53 78

300人～499人

65 48 15 33

500人～999人

88 37 19 18

1000人以上

208 92 28 64

建設業

80 51 22 29

製造業

193 80 24 56

電気・ガス・熱供給・水道業

2 1 0 1

情報通信業

25 25 5 20

運輸業、郵便業

57 51 27 24

卸売業、小売業

361 98 36 62

金融業、保険業

32 8 2 6

不動産業、物品賃貸業

39 12 4 8

学術研究、専門・技術サービス業

42 31 10 21

宿泊業、飲食サービス業

98 36 13 23

生活関連サービス業、娯楽業

42 5 3 2

教育、学習支援業

78 9 6 3

医療、福祉

428 39 15 24

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

62 31 7 24

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類

（45時間以上60時間未満）

区分

いない

いる


[image: image10.emf]正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,802 221 56 165

1,348 138 38 100

454 83 18 65

10人～29人

391 23 6 17

30人～99人

543 52 12 40

100人～299人

411 65 17 48

300人～499人

93 20 6 14

500人～999人

104 21 6 15

1000人以上

260 40 9 31

建設業

95 36 11 25

製造業

244 29 3 26

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

37 13 1 12

運輸業、郵便業

72 36 15 21

卸売業、小売業

419 40 8 32

金融業、保険業

38 2 1 1

不動産業、物品賃貸業

45 6 2 4

学術研究、専門・技術サービス業

57 16 4 12

宿泊業、飲食サービス業

120 14 5 9

生活関連サービス業、娯楽業

44 3 1 2

教育、学習支援業

84 3 1 2

医療、福祉

454 13 3 10

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

83 10 1 9

正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,954 69 21 48

1,434 52 19 33

520 17 2 15

10人～29人

406 8 3 5

30人～99人

572 23 7 16

100人～299人

456 20 3 17

300人～499人

108 5 2 3

500人～999人

123 2 1 1

1000人以上

289 11 5 6

建設業

122 9 2 7

製造業

266 7 0 7

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

47 3 0 3

運輸業、郵便業

92 16 4 12

卸売業、小売業

448 11 4 7

金融業、保険業

40 0 0 0

不動産業、物品賃貸業

49 2 0 2

学術研究、専門・技術サービス業

70 3 1 2

宿泊業、飲食サービス業

122 12 7 5

生活関連サービス業、娯楽業

47 0 0 0

教育、学習支援業

87 0 0 0

医療、福祉

462 5 3 2

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

92 1 0 1

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類

企

業

規

模

産

業

分

類

（80時間以上）

区分

いない

いる

区分

いない

いる

全体

労組なし

労組あり

（60時間以上80時間未満）


(2)　時間外労働短縮に向けてどのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image11.emf]非正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,789 234 115 119

1,338 148 77 71

451 86 38 48

10人～29人

401 13 8 5

30人～99人

536 59 34 25

100人～299人

413 63 28 35

300人～499人

88 25 13 12

500人～999人

105 20 9 11

1000人以上

246 54 23 31

建設業

113 18 9 9

製造業

243 30 15 15

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

41 9 1 8

運輸業、郵便業

88 20 13 7

卸売業、小売業

411 48 24 24

金融業、保険業

40 0 0 0

不動産業、物品賃貸業

42 9 4 5

学術研究、専門・技術サービス業

59 14 5 9

宿泊業、飲食サービス業

98 36 13 23

生活関連サービス業、娯楽業

41 6 5 1

教育、学習支援業

78 9 5 4

医療、福祉

452 15 9 6

複合サービス事業

5 2 1 1

サービス業

75 18 11 7

非正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,953 70 35 35

1,443 43 20 23

510 27 15 12

10人～29人

409 5 3 2

30人～99人

572 23 14 9

100人～299人

465 11 2 9

300人～499人

107 6 3 3

500人～999人

117 8 4 4

1000人以上

283 17 9 8

建設業

124 7 5 2

製造業

268 5 3 2

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

47 3 0 3

運輸業、郵便業

98 10 8 2

卸売業、小売業

447 12 6 6

金融業、保険業

39 1 0 1

不動産業、物品賃貸業

49 2 0 2

学術研究、専門・技術サービス業

69 4 2 2

宿泊業、飲食サービス業

123 11 4 7

生活関連サービス業、娯楽業

45 2 1 1

教育、学習支援業

85 2 0 2

医療、福祉

463 4 3 1

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

86 7 3 4

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類

企

業

規

模

産

業

分

類

（45時間以上60時間未満）

区分

いない

いる

区分

いない

いる

全体

労組なし

労組あり

（30時間以上45時間未満）


(3)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image12.emf]非正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

1,993 30 13 17

1,469 17 8 9

524 13 5 8

10人～29人

409 5 3 2

30人～99人

588 7 2 5

100人～299人

473 3 2 1

300人～499人

108 5 3 2

500人～999人

123 2 1 1

1000人以上

292 8 2 6

建設業

128 3 2 1

製造業

273 0 0 0

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

49 1 0 1

運輸業、郵便業

102 6 3 3

卸売業、小売業

451 8 2 6

金融業、保険業

40 0 0 0

不動産業、物品賃貸業

51 0 0 0

学術研究、専門・技術サービス業

72 1 0 1

宿泊業、飲食サービス業

131 3 2 1

生活関連サービス業、娯楽業

46 1 0 1

教育、学習支援業

86 1 0 1

医療、福祉

464 3 2 1

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

90 3 2 1

非正社員

恒常的 一時的

件 件 件 件

2,011 12 8 4

1,477 9 6 3

534 3 2 1

10人～29人

412 2 1 1

30人～99人

590 5 3 2

100人～299人

476 0 0 0

300人～499人

110 3 2 1

500人～999人

125 0 0 0

1000人以上

298 2 2 0

建設業

129 2 0 2

製造業

272 1 1 0

電気・ガス・熱供給・水道業

3 0 0 0

情報通信業

50 0 0 0

運輸業、郵便業

105 3 1 2

卸売業、小売業

458 1 1 0

金融業、保険業

40 0 0 0

不動産業、物品賃貸業

51 0 0 0

学術研究、専門・技術サービス業

73 0 0 0

宿泊業、飲食サービス業

132 2 2 0

生活関連サービス業、娯楽業

47 0 0 0

教育、学習支援業

87 0 0 0

医療、福祉

465 2 2 0

複合サービス事業

7 0 0 0

サービス業

92 1 1 0

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類

企

業

規

模

産

業

分

類

（80時間以上）

区分

いない

いる

区分

いない

いる

全体

労組なし

労組あり

（60時間以上80時間未満）


(4)　取り組みが進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023   1,727 784 812 326 1,033 389 667 484 243 74 296

1,486   1,229 598 527 182 687 254 460 317 143 65 257

537   498 186 285 144 346 135 207 167 100 9 39

10人～29人 414   318 134 77 26 172 60 119 56 23 24 96

30人～99人 595   493 246 234 78 270 94 173 122 44 21 102

100人～299人 476   420 198 222 87 251 85 151 138 65 20 56

300人～499人 113   102 53 55 27 56 17 37 27 21 3 11

500人～999人 125   108 43 67 33 78 31 49 40 27 1 17

1000人以上 300   286 110 157 75 206 102 138 101 63 5 14

建設業 131   112 53 51 32 62 29 43 53 26 5 19

製造業 273   220 93 105 35 127 39 86 58 14 13 53

　電気・ガス・熱供給・水道業 3   3 1 3 1 2 2 1 0 1 0 0

情報通信業 50   45 20 19 13 28 20 21 13 24 2 5

運輸業、郵便業 108   92 45 20 9 54 10 51 23 4 3 16

卸売業、小売業 459   411 154 234 102 263 108 155 126 83 15 48

金融業、保険業 40   40 4 18 23 22 10 17 15 11 0 0

不動産業、物品賃貸業 51   46 25 15 11 24 6 16 13 10 1 5

学術研究、専門・技術サービス業 73   68 36 43 25 39 21 31 19 35 4 5

宿泊業、飲食サービス業 134   113 77 34 3 62 37 46 28 5 3 21

生活関連サービス業、娯楽業 47   36 19 17 2 25 3 14 5 1 0 11

教育、学習支援業 87   73 18 41 15 51 17 29 23 6 4 14

医療、福祉 467   386 199 180 37 231 68 121 99 12 23 81

複合サービス事業 7   6 1 4 5 5 2 4 0 0 1 1

サービス業 93   76 39 28 13 38 17 32 9 11 0 17
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(5)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023   1,727 328 136 201 105 494 1,001 84 187 827 413 32

1,486   1,229 257 95 137 69 310 655 60 130 584 279 30

537   498 71 41 64 36 184 346 24 57 243 134 2

10人～29人 414   318 86 20 21 8 56 120 20 25 118 52 14

30人～99人 595   493 105 30 59 34 109 267 21 51 232 112 9

100人～299人 476   420 74 40 65 25 118 264 22 51 203 107 6

300人～499人 113   102 16 14 14 9 34 64 8 12 55 35 2

500人～999人 125   108 13 12 9 9 45 81 7 17 58 39 1

1000人以上 300   286 34 20 33 20 132 205 6 31 161 68 0

建設業 131   112 20 15 20 11 31 72 8 9 65 29 2

製造業 273   220 46 9 42 9 40 123 13 26 86 80 7

　電気・ガス・熱供給・水道業 3   3 1 1 0 0 1 2 0 1 1 0 0

情報通信業 50   45 6 4 3 2 11 37 3 4 22 15 0

運輸業、郵便業 108   92 26 9 21 4 25 65 8 1 49 16 2

卸売業、小売業 459   411 66 22 40 30 149 256 16 45 178 87 1

金融業、保険業 40   40 2 2 2 1 20 28 0 2 11 8 0

不動産業、物品賃貸業 51   46 4 3 3 3 11 23 1 6 28 12 4

学術研究、専門・技術サービス業 73   68 12 8 5 5 27 53 4 6 30 32 1

宿泊業、飲食サービス業 134   113 34 8 13 4 30 69 3 18 69 19 2

生活関連サービス業、娯楽業 47   36 7 5 2 3 10 16 0 4 21 6 0

教育、学習支援業 87   73 11 12 2 4 22 52 7 9 15 19 2

医療、福祉 467   386 80 32 38 27 100 148 16 46 207 74 10

複合サービス事業 7   6 1 1 0 1 3 6 0 0 4 3 0

サービス業 93   76 12 5 10 1 14 51 5 10 41 13 1
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(6) 月60時間を超える時間外労働の割増賃金率が50％以上であることを御存じですか。
いずれかを選択してください。
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2,023 249 389 372 160 171 231 299 1,055 76 56

1,486 188 273 282 103 124 157 219 836 52 45

537 61 116 90 57 47 74 80 219 24 11

10人～29人 414 50 46 44 16 33 36 46 225 17 14

30人～99人 595 74 107 105 36 47 61 87 346 24 24

100人～299人 476 69 103 101 52 42 66 72 242 20 9

300人～499人 113 17 29 23 9 13 15 21 53 3 1

500人～999人 125 12 30 30 7 12 21 30 58 5 3

1000人以上 300 27 74 69 40 24 32 43 131 7 5

建設業 131 12 29 29 10 9 14 13 55 9 3

製造業 273 32 57 36 16 25 20 34 130 8 13

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 1 1 0 0 0 0 2 0 0

情報通信業 50 3 8 7 3 3 7 5 36 0 0

運輸業、郵便業 108 14 18 17 4 8 11 13 63 11 5

卸売業、小売業 459 41 74 72 43 42 40 68 199 13 5

金融業、保険業 40 0 4 3 5 2 9 8 13 1 0

不動産業、物品賃貸業 51 3 7 5 2 5 7 10 24 0 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 6 15 15 5 5 11 11 32 4 1

宿泊業、飲食サービス業 134 13 30 32 20 3 9 15 79 5 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 8 9 4 2 3 2 6 27 2 2

教育、学習支援業 87 10 15 13 4 7 15 18 41 3 1

医療、福祉 467 98 112 125 40 53 80 85 301 18 18

複合サービス事業 7 0 1 1 0 0 1 1 1 1 1

サービス業 93 9 9 12 6 6 5 12 52 1 2
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(7) 運送事業者の皆様へお伺いします。2024年（令和6年）4月1日から自動車運転の業務にも時間外労働の上限規制が適用され、時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年960時間（休日労働含まず）を限度に設定する必要があることを御存じですか。
いずれかを選択してください。
[image: image16.emf]集計数

件 件 件

2,023     1,770       253        

1,486     1,279       207        

537       491         46          

10人～29人 414       318         96          

30人～99人 595       527         68          

100人～299人 476       443         33          

300人～499人 113       106         7            

500人～999人 125       110         15          

1000人以上 300       266         34          

建設業 131       117         14          

製造業 273       252         21          

電気・ガス・熱供給・水道業 3           2             1            

情報通信業 50         49           1            

運輸業、郵便業 108       102         6            

卸売業、小売業 459       407         52          

金融業、保険業 40         39           1            

不動産業、物品賃貸業 51         42           9            

学術研究、専門・技術サービス業 73         71           2            

宿泊業、飲食サービス業 134       118         16          

生活関連サービス業、娯楽業 47         39           8            

教育、学習支援業 87         70           17          

医療、福祉 467       373         94          

複合サービス事業 7           6             1            

サービス業 93         83           10          
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(8) 運送事業者の皆様へお伺いします。前質問の自動車運転の業務に対する時間外労働の上限規
制に関してどのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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30人～99人 59         53           6            
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300人～499人 11         10           1            

500人～999人 5           4             1            

1000人以上 35         29           6            

企

業

規

模

区分

知っている知らない

全体

労組なし

労組あり


２　同一労働同一賃金について
(1)　どのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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(2)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,414 598 769 263 126 368 492 353 53 609

1,486 981 411 498 193 86 241 317 240 42 505

537 433 187 271 70 40 127 175 113 11 104

10人～29人 414 231 82 82 57 17 48 57 41 25 183

30人～99人 595 388 181 193 67 32 95 128 92 11 207

100人～299人 476 359 148 203 62 29 92 133 105 12 117

300人～499人 113 88 28 52 18 11 35 46 32 0 25

500人～999人 125 103 42 72 17 10 21 30 26 1 22

1000人以上 300 245 117 167 42 27 77 98 57 4 55

建設業 131 81 40 36 13 14 17 22 11 8 50

製造業 273 183 62 91 34 21 52 68 39 10 90

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 1 0 0 1 1 0 0 0

情報通信業 50 41 18 23 9 3 8 13 11 4 9

運輸業、郵便業 108 76 29 32 26 8 26 25 19 6 32

卸売業、小売業 459 333 150 208 50 23 66 111 77 7 126

金融業、保険業 40 33 14 13 3 0 7 15 5 2 7

不動産業、物品賃貸業 51 30 12 17 7 3 8 9 6 1 21

学術研究、専門・技術サービス業 73 55 24 27 14 6 21 25 16 5 18

宿泊業、飲食サービス業 134 96 45 55 14 7 26 24 15 1 38

生活関連サービス業、娯楽業 47 32 18 17 3 2 4 5 4 1 15

教育、学習支援業 87 60 12 42 11 5 13 18 13 1 27

医療、福祉 467 319 140 168 62 26 96 126 119 5 148

複合サービス事業 7 4 4 1 1 0 2 4 0 0 3

サービス業 93 68 29 38 16 8 21 26 18 2 25
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(3)　取り組みが進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image20.emf]1 2 3 4

正

社

員

化

に

伴

う

勤

務

条

件

（

労

働

時

間

、

転

勤

等

）

変

更

に

対

し

非

正

社

員

が

望

ま

な

い

人

件

費

に

見

合

う

生

産

性

の

向

上

が

見

込

め

な

い

正

社

員

・

非

正

社

員

間

の

待

遇

差

が

不

合

理

か

ど

う

か

の

判

断

が

難

し

い

そ

の

他

件 件 件 件 件 件

2,023 1,414 563 315 533 45

1,486 981 410 232 345 34

537 433 153 83 188 11

10人～29人 414 231 74 60 68 14

30人～99人 595 388 177 97 129 11

100人～299人 476 359 144 79 134 9

300人～499人 113 88 27 20 41 6

500人～999人 125 103 43 20 53 1

1000人以上 300 245 98 39 108 4

建設業 131 81 21 18 35 6

製造業 273 183 49 50 77 4

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 0 0 0

情報通信業 50 41 14 4 13 2

運輸業、郵便業 108 76 29 20 27 3

卸売業、小売業 459 333 127 71 135 5

金融業、保険業 40 33 8 3 19 1

不動産業、物品賃貸業 51 30 8 3 12 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 55 18 7 17 3

宿泊業、飲食サービス業 134 96 48 27 32 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 32 14 7 8 2

教育、学習支援業 87 60 13 14 29 3

医療、福祉 467 319 189 72 107 11

複合サービス事業 7 4 2 0 2 0

サービス業 93 68 22 19 20 1
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(4)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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1000人以上 300 37 35 15 165 3
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　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 1 0

情報通信業 50 7 5 3 22 3

運輸業、郵便業 108 14 8 1 65 3

卸売業、小売業 459 60 56 16 206 5

金融業、保険業 40 1 3 6 22 1

不動産業、物品賃貸業 51 11 3 2 23 2

学術研究、専門・技術サービス業 73 11 5 3 21 1

宿泊業、飲食サービス業 134 21 14 11 65 6

生活関連サービス業、娯楽業 47 6 4 5 27 1

教育、学習支援業 87 14 12 3 41 3

医療、福祉 467 119 85 43 243 16

複合サービス事業 7 1 1 0 2 1

サービス業 93 9 9 5 47 4
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３　ハラスメント対策義務化について
(1)　どのような対策を講じていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,751 1,338 527 840 864 1,164 28 272

1,486 1,232 901 333 505 584 741 24 254

537 519 437 194 335 280 423 4 18

10人～29人 414 300 207 66 69 96 112 9 114

30人～99人 595 492 344 122 185 225 271 5 103

100人～299人 476 438 348 130 235 226 326 10 38

300人～499人 113 105 83 35 65 59 92 1 8

500人～999人 125 121 104 44 79 71 106 2 4

1000人以上 300 295 252 130 207 187 257 1 5

建設業 131 107 86 23 53 47 69 1 24

製造業 273 223 165 39 83 110 127 4 50

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 0 2 2 2 0 1

情報通信業 50 48 36 15 25 31 35 2 2

運輸業、郵便業 108 90 66 27 42 45 56 0 18

卸売業、小売業 459 411 326 128 205 217 290 6 48

金融業、保険業 40 39 35 18 31 24 31 1 1

不動産業、物品賃貸業 51 42 31 14 19 20 27 1 9

学術研究、専門・技術サービス業 73 67 51 24 39 47 52 2 6

宿泊業、飲食サービス業 134 110 86 25 47 54 70 1 24

生活関連サービス業、娯楽業 47 40 31 9 18 21 23 1 7

教育、学習支援業 87 77 59 32 36 40 61 2 10

医療、福祉 467 406 298 150 198 168 270 7 61

複合サービス事業 7 7 6 5 7 5 6 0 0

サービス業 93 82 60 18 35 33 45 0 11
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労組あり
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(2)　対策にあたってどのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,751 1,043 283 593 319 39

1,486 1,232 740 192 421 205 29

537 519 303 91 172 114 10

10人～29人 414 300 169 40 79 24 7

30人～99人 595 492 313 84 177 75 12

100人～299人 476 438 261 62 158 104 9

300人～499人 113 105 68 15 29 28 4

500人～999人 125 121 73 23 46 29 1

1000人以上 300 295 159 59 104 59 6

建設業 131 107 62 16 40 24 1

製造業 273 223 141 34 73 37 6

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 0 1 0 0

情報通信業 50 48 32 8 15 4 0

運輸業、郵便業 108 90 53 18 42 14 4

卸売業、小売業 459 411 252 65 141 70 9

金融業、保険業 40 39 21 10 12 8 0

不動産業、物品賃貸業 51 42 21 4 14 7 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 67 37 7 21 17 3

宿泊業、飲食サービス業 134 110 58 20 32 16 1

生活関連サービス業、娯楽業 47 40 22 2 14 6 1

教育、学習支援業 87 77 46 6 23 11 1

医療、福祉 467 406 251 76 136 91 11

複合サービス事業 7 7 3 2 1 1 0

サービス業 93 82 42 15 28 13 2
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(3)　対策が進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image24.emf]1 2 3 4 5 6

研

修

の

実

施

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

事

例

集

の

配

布

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

事

案

に

対

す

る

個

別

相

談

（

労

働

者

・

使

用

者

双

方

対

象

）

行

政

機

関

に

よ

る

労

使

間

調

整

対

策

に

向

け

た

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

の

支

援

そ

の

他

件 件 件 件 件 件 件

2,023 485 1,132 382 103 157 23

1,486 358 843 278 77 109 21

537 127 289 104 26 48 2

10人～29人 414 68 209 68 24 30 6

30人～99人 595 154 354 101 21 45 5

100人～299人 476 123 271 91 19 32 11

300人～499人 113 31 59 19 8 13 1

500人～999人 125 43 69 35 4 8 0

1000人以上 300 66 170 68 27 29 0

建設業 131 27 74 21 4 9 0

製造業 273 56 142 41 7 19 3

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 2 0 0 0 0

情報通信業 50 9 29 9 3 1 1

運輸業、郵便業 108 18 67 20 7 7 0

卸売業、小売業 459 83 245 77 24 38 4

金融業、保険業 40 10 22 11 0 1 0

不動産業、物品賃貸業 51 14 25 6 3 4 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 18 49 9 0 4 2

宿泊業、飲食サービス業 134 32 75 29 15 9 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 8 26 6 0 4 1

教育、学習支援業 87 21 41 17 8 3 2

医療、福祉 467 171 272 113 29 51 6

複合サービス事業 7 1 5 1 0 1 0

サービス業 93 17 58 22 3 6 1

複数回答有
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(4)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image25.emf]集計数

件 件 件

2,023     1,310     713      

1,486     859       627      

537       451       86        

10人～29人 414       154       260      

30人～99人 595       328       267      

100人～299人 476       369       107      

300人～499人 113       94         19        

500人～999人 125       108       17        

1000人以上 300       257       43        

建設業 131       88         43        

製造業 273       161       112      

電気・ガス・熱供給・水道業 3           2           1          

情報通信業 50         37         13        

運輸業、郵便業 108       67         41        

卸売業、小売業 459       334       125      

金融業、保険業 40         35         5          

不動産業、物品賃貸業 51         30         21        

学術研究、専門・技術サービス業 73         51         22        

宿泊業、飲食サービス業 134       89         45        

生活関連サービス業、娯楽業 47         28         19        

教育、学習支援業 87         59         28        

医療、福祉 467       259       208      

複合サービス事業 7           5           2          

サービス業 93         65         28        
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知っている知らない
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(5) 2022年（令和4年）4月1日から、企業規模に関わらず、職場におけるパワーハラスメント防止対策を講じることが事業主の義務となったことを御存じですか。
いずれかを選択してください。
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2,023 1,310 1,074 893 655 578 525 528 549 60 211 22 236

1,486 859 679 548 385 391 336 315 282 30 133 11 180

537 451 395 345 270 187 189 213 267 30 78 11 56

10人～29人 414 154 95 65 40 58 35 28 29 6 23 2 59

30人～99人 595 328 255 203 136 146 125 114 88 9 53 2 73

100人～299人 476 369 306 259 193 163 136 157 153 23 47 4 63

300人～499人 113 94 83 71 51 41 40 37 40 1 7 0 11

500人～999人 125 108 101 90 70 45 45 55 58 2 19 3 7

1000人以上 300 257 234 205 165 125 144 137 181 19 62 11 23

建設業 131 88 64 51 40 36 29 28 38 0 13 1 24

製造業 273 161 114 88 60 57 38 43 46 1 15 2 47

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 2 2 0 0 1 2 0 0 0 0

情報通信業 50 37 32 29 24 26 15 16 18 0 2 1 5

運輸業、郵便業 108 67 45 37 19 27 27 19 23 1 5 0 22

卸売業、小売業 459 334 279 239 196 135 120 138 166 17 57 3 55

金融業、保険業 40 35 34 29 28 8 22 20 24 0 8 3 1

不動産業、物品賃貸業 51 30 27 21 17 16 14 14 12 2 7 0 3

学術研究、専門・技術サービス業 73 51 45 40 38 28 21 30 32 3 12 2 6

宿泊業、飲食サービス業 134 89 70 59 29 49 40 28 30 0 15 0 19

生活関連サービス業、娯楽業 47 28 23 17 10 12 12 10 10 2 3 4 5

教育、学習支援業 87 59 57 46 38 23 26 34 21 6 9 1 2

医療、福祉 467 259 231 195 128 136 136 128 107 28 55 4 28

複合サービス事業 7 5 4 4 2 1 4 3 4 0 2 0 1

サービス業 93 65 47 36 24 24 21 16 16 0 8 1 18
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４　女性活躍推進法について
(1)　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出を御存じですか。
いずれかを選択してください。
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2,023 1,310 1,074 73 553 54 430 406 204 65 171 22

1,486 859 679 49 348 29 258 244 126 39 98 11

537 451 395 24 205 25 172 162 78 26 73 11

10人～29人 414 154 95 10 43 5 31 25 13 7 13 2

30人～99人 595 328 255 14 142 9 96 98 38 22 28 6

100人～299人 476 369 306 22 154 16 106 97 73 14 38 5

300人～499人 113 94 83 4 43 9 36 36 26 7 16 3

500人～999人 125 108 101 10 53 4 50 43 16 7 24 2

1000人以上 300 257 234 13 118 11 111 107 38 8 52 4

建設業 131 88 64 6 23 12 29 24 15 4 19 4

製造業 273 161 114 7 51 6 52 31 29 8 23 1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0

情報通信業 50 37 32 2 16 0 16 16 4 2 6 0

運輸業、郵便業 108 67 45 3 20 6 27 14 9 4 7 2

卸売業、小売業 459 334 279 26 141 5 123 119 58 15 55 1

金融業、保険業 40 35 34 2 18 2 11 16 12 1 6 0

不動産業、物品賃貸業 51 30 27 0 13 1 11 8 3 0 3 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 51 45 0 22 0 19 13 13 4 10 3

宿泊業、飲食サービス業 134 89 70 5 41 3 31 33 8 2 18 0

生活関連サービス業、娯楽業 47 28 23 2 11 1 5 7 1 0 7 1

教育、学習支援業 87 59 57 1 32 3 14 19 5 6 2 0

医療、福祉 467 259 231 12 148 9 76 91 37 17 9 9

複合サービス事業 7 5 4 0 3 0 2 1 1 0 0 0

サービス業 93 65 47 7 13 6 14 13 9 2 6 1
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(2)　どのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,310 512 218 123 506 124 32

1,486 859 320 138 70 335 79 24

537 451 192 80 53 171 45 8

10人～29人 414 154 57 18 12 52 9 5

30人～99人 595 328 126 54 20 127 37 14

100人～299人 476 369 126 57 43 149 26 9

300人～499人 113 94 41 12 11 29 7 2

500人～999人 125 108 54 27 9 40 8 1

1000人以上 300 257 108 50 28 109 37 1

建設業 131 88 35 11 5 34 8 4

製造業 273 161 56 22 11 50 11 4

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 1 0 0 0 0 0

情報通信業 50 37 12 7 1 15 3 2

運輸業、郵便業 108 67 30 7 6 26 12 0

卸売業、小売業 459 334 135 69 38 129 23 6

金融業、保険業 40 35 20 7 4 13 3 0

不動産業、物品賃貸業 51 30 10 3 1 8 1 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 51 17 9 4 21 2 0

宿泊業、飲食サービス業 134 89 32 14 6 33 16 1

生活関連サービス業、娯楽業 47 28 13 8 2 9 8 2

教育、学習支援業 87 59 20 9 4 20 4 2

医療、福祉 467 259 102 43 33 118 27 10

複合サービス事業 7 5 3 2 2 2 0 0

サービス業 93 65 26 7 6 28 6 0
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(3)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。

[image: image29.emf]集計数

件 件 件

2,023 1,884     139      

1,486 1,366     120      

537 518 19

10人～29人 414 356       58        

30人～99人 595 545       50        

100人～299人 476 459       17        

300人～499人 113 106       7          

500人～999人 125 124       1          

1000人以上 300 294       6          

建設業 131 122       9          

製造業 273 249       24        

電気・ガス・熱供給・水道業 3 3           0

情報通信業 50 46         4          

運輸業、郵便業 108 99         9          

卸売業、小売業 459 432       27        

金融業、保険業 40 38         2          

不動産業、物品賃貸業 51 45         6          

学術研究、専門・技術サービス業 73 70         3          

宿泊業、飲食サービス業 134 121       13        

生活関連サービス業、娯楽業 47 43         4          

教育、学習支援業 87 81         6          

医療、福祉 467 438       29        

複合サービス事業 7 7           0

サービス業 93 90         3          
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(4)　取り組みが進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,884 1,031 891 428 53 333 257 19 853

1,486 1,366 637 530 244 26 210 141 15 729

537 518 394 361 184 27 123 116 4 124

10人～29人 414 356 106 78 46 8 30 25 4 250

30人～99人 595 545 242 198 90 8 81 49 5 303

100人～299人 476 459 285 247 113 13 97 72 4 174

300人～499人 113 106 68 63 19 4 21 7 1 38

500人～999人 125 124 88 80 37 4 26 17 1 36

1000人以上 300 294 242 225 123 16 78 87 4 52

建設業 131 122 56 50 22 0 14 15 2 66

製造業 273 249 128 108 46 3 35 28 2 121

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 2 2 1 0 0 1 0 1

情報通信業 50 46 31 28 15 1 8 5 1 15

運輸業、郵便業 108 99 51 43 24 5 17 13 0 48

卸売業、小売業 459 432 268 247 106 16 69 74 4 164

金融業、保険業 40 38 28 27 12 0 6 10 2 10

不動産業、物品賃貸業 51 45 24 20 11 1 8 12 0 21

学術研究、専門・技術サービス業 73 70 50 45 25 2 17 8 2 20

宿泊業、飲食サービス業 134 121 65 58 35 6 34 21 0 56

生活関連サービス業、娯楽業 47 43 21 17 12 3 8 7 0 22

教育、学習支援業 87 81 47 36 18 0 18 4 2 34

医療、福祉 467 438 207 166 76 13 82 49 2 231

複合サービス事業 7 7 5 4 5 1 3 2 0 2

サービス業 93 90 48 40 20 2 14 8 2 42
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(5)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,884 853 350 361 71 395 53

1,486 1,366 729 288 291 58 360 46

537 518 124 62 70 13 35 7

10人～29人 414 356 250 88 67 10 142 24

30人～99人 595 545 303 124 118 22 147 19

100人～299人 476 459 174 71 100 15 74 4

300人～499人 113 106 38 25 22 4 12 3

500人～999人 125 124 36 14 21 6 14 1

1000人以上 300 294 52 28 33 14 6 2

建設業 131 122 66 31 34 3 25 1

製造業 273 249 121 56 58 8 53 3

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 1 0 0 0 0

情報通信業 50 46 15 6 6 1 7 0

運輸業、郵便業 108 99 48 23 21 5 26 2

卸売業、小売業 459 432 164 68 80 21 71 10

金融業、保険業 40 38 10 3 5 0 2 1

不動産業、物品賃貸業 51 45 21 8 9 1 8 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 70 20 13 10 0 7 0

宿泊業、飲食サービス業 134 121 56 27 24 6 24 3

生活関連サービス業、娯楽業 47 43 22 7 10 1 11 0

教育、学習支援業 87 81 34 9 12 1 16 8

医療、福祉 467 438 231 78 79 19 116 22

複合サービス事業 7 7 2 2 2 0 0 0

サービス業 93 90 42 18 11 5 29 2
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５　産後パパ育休（出産時育児休業）について
(1)　産後パパ育休（出産時育児休業）を御存じですか。
いずれかを選択してください。
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2,023 1,884 353 350 131 901 85

1,486 1,366 269 244 89 635 64

537 518 84 106 42 266 21

10人～29人 414 356 57 50 21 164 15

30人～99人 595 545 108 85 27 251 30

100人～299人 476 459 96 88 32 223 23

300人～499人 113 106 16 23 12 56 3

500人～999人 125 124 33 33 8 60 5

1000人以上 300 294 43 71 31 147 9

建設業 131 122 20 16 3 60 11

製造業 273 249 39 36 13 108 9

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 1 0 0 1 0

情報通信業 50 46 8 8 2 23 3

運輸業、郵便業 108 99 20 18 11 54 4

卸売業、小売業 459 432 62 95 38 209 8

金融業、保険業 40 38 5 8 3 23 0

不動産業、物品賃貸業 51 45 8 8 2 21 4

学術研究、専門・技術サービス業 73 70 8 11 1 36 5

宿泊業、飲食サービス業 134 121 25 19 5 52 6

生活関連サービス業、娯楽業 47 43 7 8 3 21 4

教育、学習支援業 87 81 12 8 5 35 3

医療、福祉 467 438 129 104 38 214 24

複合サービス事業 7 7 1 2 1 3 0

サービス業 93 90 8 9 6 41 4
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(2)　どのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 994 498 448 384 208 166 122 102 161 530 19 1,029

1,486 642 282 268 255 117 85 60 53 107 364 11 844

537 352 216 180 129 91 81 62 49 54 166 8 185

10人～29人 414 145 60 46 62 20 11 5 8 18 75 6 269

30人～99人 595 246 114 99 99 39 37 24 17 33 132 5 349

100人～299人 476 235 112 111 93 53 34 27 24 46 132 2 241

300人～499人 113 66 29 25 23 14 14 10 7 10 36 3 47

500人～999人 125 81 41 41 35 21 19 16 14 19 46 2 44

1000人以上 300 221 142 126 72 61 51 40 32 35 109 1 79

建設業 131 74 34 36 30 17 12 8 9 12 45 1 57

製造業 273 124 59 41 48 22 14 12 9 27 72 5 149

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

情報通信業 50 35 20 13 22 9 11 7 14 5 21 2 15

運輸業、郵便業 108 52 26 17 17 8 7 5 4 7 23 1 56

卸売業、小売業 459 276 155 137 101 61 52 42 25 44 136 4 183

金融業、保険業 40 30 15 12 9 10 14 10 12 6 15 0 10

不動産業、物品賃貸業 51 28 16 15 11 4 6 5 7 5 13 0 23

学術研究、専門・技術サービス業 73 54 34 35 34 16 9 5 4 8 27 1 19

宿泊業、飲食サービス業 134 58 27 24 16 7 9 4 2 15 36 0 76

生活関連サービス業、娯楽業 47 20 8 5 7 5 1 1 1 3 11 1 27

教育、学習支援業 87 48 20 27 17 13 9 6 4 7 30 0 39

医療、福祉 467 142 53 63 51 26 15 15 5 17 83 2 325

複合サービス事業 7 6 4 2 4 4 0 0 0 0 0 1 1

サービス業 93 45 25 21 17 6 7 2 6 5 17 1 48
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(3)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 994 225 551 123 336 86 367 22

1,486 642 143 337 85 192 55 265 12

537 352 82 214 38 144 31 102 10

10人～29人 414 145 28 51 14 41 11 61 3

30人～99人 595 246 63 129 37 72 20 93 4

100人～299人 476 235 52 141 31 84 14 97 4

300人～499人 113 66 18 42 4 23 7 24 5

500人～999人 125 81 15 47 9 30 3 29 3

1000人以上 300 221 49 141 28 86 31 63 3

建設業 131 74 20 40 10 27 6 22 1

製造業 273 124 22 65 12 44 13 47 4

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 1 0 0 0 1 0

情報通信業 50 35 2 13 2 8 1 14 2

運輸業、郵便業 108 52 15 35 10 20 8 16 0

卸売業、小売業 459 276 63 152 37 98 28 81 4

金融業、保険業 40 30 4 24 1 14 0 5 0

不動産業、物品賃貸業 51 28 9 14 4 11 1 6 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 54 10 32 8 16 3 22 3

宿泊業、飲食サービス業 134 58 13 32 3 10 11 29 1

生活関連サービス業、娯楽業 47 20 8 8 5 3 1 5 1

教育、学習支援業 87 48 7 30 8 20 2 28 0

医療、福祉 467 142 40 81 18 46 7 76 3

複合サービス事業 7 6 2 4 0 2 0 1 1

サービス業 93 45 10 20 5 17 5 14 1
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(4)　取り組みが進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,029 304 317 162 247 314 447 45

1,486 844 271 259 139 212 263 355 34

537 185 33 58 23 35 51 92 11

10人～29人 414 269 113 79 35 64 71 96 13

30人～99人 595 349 109 115 60 81 115 153 12

100人～299人 476 241 57 77 42 65 76 108 10

300人～499人 113 47 4 12 9 9 19 22 3

500人～999人 125 44 6 15 4 8 14 25 1

1000人以上 300 79 15 19 12 20 19 43 6

建設業 131 57 21 15 1 8 14 24 3

製造業 273 149 46 44 28 34 51 60 2

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 1 1 1 0 0 0

情報通信業 50 15 5 2 3 1 8 4 1

運輸業、郵便業 108 56 20 22 8 7 12 14 4

卸売業、小売業 459 183 45 46 17 35 50 86 11

金融業、保険業 40 10 0 1 1 1 1 10 1

不動産業、物品賃貸業 51 23 8 9 4 4 9 8 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 19 5 2 1 5 6 11 0

宿泊業、飲食サービス業 134 76 22 20 12 20 20 30 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 27 8 3 3 6 6 15 0

教育、学習支援業 87 39 16 12 7 8 4 11 3

医療、福祉 467 325 92 123 70 102 118 154 15

複合サービス事業 7 1 0 0 0 0 0 1 0

サービス業 93 48 16 17 6 15 15 19 3
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(5)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 456 185 751 420 208 113 746 44

1,486 335 133 574 293 154 73 538 36

537 121 52 177 127 54 40 208 8

10人～29人 414 81 41 136 66 25 17 148 13

30人～99人 595 138 51 225 121 56 31 218 15

100人～299人 476 115 44 198 102 55 22 166 13

300人～499人 113 25 15 43 22 21 8 42 1

500人～999人 125 36 15 47 35 13 11 55 2

1000人以上 300 61 19 102 74 38 24 117 0

建設業 131 26 7 36 25 8 7 52 4

製造業 273 59 26 95 50 20 12 92 7

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 1 0 0 0 1 0

情報通信業 50 7 4 22 11 9 5 16 1

運輸業、郵便業 108 21 6 52 24 10 6 49 1

卸売業、小売業 459 88 42 134 106 40 31 164 8

金融業、保険業 40 8 1 8 15 7 4 16 0

不動産業、物品賃貸業 51 18 2 15 10 5 1 17 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 14 9 34 16 10 4 28 1

宿泊業、飲食サービス業 134 31 7 50 13 14 3 43 3

生活関連サービス業、娯楽業 47 9 6 19 8 3 3 22 3

教育、学習支援業 87 20 8 31 18 11 3 31 1

医療、福祉 467 135 58 221 109 64 28 180 12

複合サービス事業 7 2 1 2 0 0 1 4 0

サービス業 93 18 8 31 15 7 5 31 2
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６　DX（デジタルトランスフォーメーション）に向けた取り組みについて
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2,023 1,881 459 30 79 52 24 125 251 792 56 13 142

1,486 1,376 285 23 56 39 14 84 208 609 50 8 110

537 505 174 7 23 13 10 41 43 183 6 5 32

10人～29人 414 372 75 7 15 9 2 23 77 153 9 2 42

30人～99人 595 545 114 10 19 12 6 38 70 256 19 1 50

100人～299人 476 451 112 4 19 16 8 25 57 190 18 2 25

300人～499人 113 108 19 3 6 5 1 8 8 51 4 3 5

500人～999人 125 118 38 4 5 2 1 9 20 36 3 0 7

1000人以上 300 287 101 2 15 8 6 22 19 106 3 5 13

建設業 131 125 43 0 4 1 2 2 13 51 8 1 6

製造業 273 248 42 5 9 5 5 21 34 118 8 1 25

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

情報通信業 50 48 8 1 1 2 0 6 11 19 0 0 2

運輸業、郵便業 108 98 30 2 2 3 3 3 13 41 0 1 10

卸売業、小売業 459 435 152 3 21 17 6 39 55 133 6 3 24

金融業、保険業 40 37 8 0 3 2 1 6 3 14 0 0 3

不動産業、物品賃貸業 51 44 10 0 1 0 0 5 8 19 0 1 7

学術研究、専門・技術サービス業 73 66 16 2 0 1 3 10 8 25 0 1 7

宿泊業、飲食サービス業 134 128 29 1 2 3 0 6 19 61 7 0 6

生活関連サービス業、娯楽業 47 42 12 0 3 1 0 1 10 14 0 1 5

教育、学習支援業 87 79 24 1 6 4 2 6 7 29 0 0 8

医療、福祉 467 437 65 12 19 8 1 17 58 230 24 3 30

複合サービス事業 7 6 1 0 0 0 0 0 0 5 0 0 1
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(1)　どのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。

[image: image38.emf]1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

時

間

外

労

働

短

縮

同

一

労

働

同

一

賃

金

へ

の

対

応

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

対

策

女

性

活

躍

推

進

男

性

の

育

児

休

業

取

得

促

進

（

産

後

パ

パ

育

休

含

む

）

D

X

（

デ

ジ

タ

ル

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

）

の

推

進

給

与

等

の

引

上

げ

人

材

確

保

・

定

着

外

国

人

労

働

者

の

雇

用

そ

の

他

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 1,922 259 28 65 81 28 222 380 782 54 23 101

1,486 1,412 172 20 42 55 20 152 292 595 48 16 74

537 510 87 8 23 26 8 70 88 187 6 7 27

10人～29人 414 393 49 3 8 10 6 34 96 166 15 6 21

30人～99人 595 563 73 5 17 21 3 55 119 247 19 4 32

100人～299人 476 454 59 10 20 15 10 60 88 175 10 7 22

300人～499人 113 111 14 0 5 7 0 10 21 50 2 2 2

500人～999人 125 116 21 0 3 7 3 19 13 44 5 1 9

1000人以上 300 285 43 10 12 21 6 44 43 100 3 3 15

建設業 131 126 20 0 3 5 2 10 21 58 5 2 5

製造業 273 261 30 5 9 16 3 27 62 94 9 6 12

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0

情報通信業 50 48 4 0 1 0 1 6 15 19 1 1 2

運輸業、郵便業 108 104 22 1 1 4 1 10 20 43 0 2 4

卸売業、小売業 459 432 67 8 21 17 7 60 95 149 6 2 27

金融業、保険業 40 36 2 0 0 5 3 6 6 13 1 0 4

不動産業、物品賃貸業 51 48 1 1 1 3 1 9 10 19 2 1 3

学術研究、専門・技術サービス業 73 68 9 0 0 6 0 10 9 32 1 1 5

宿泊業、飲食サービス業 134 132 21 1 3 5 1 13 22 61 5 0 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 44 7 0 2 3 2 5 6 17 1 1 3

教育、学習支援業 87 82 17 0 2 1 0 13 13 36 0 0 5

医療、福祉 467 446 46 10 19 12 7 39 83 204 21 5 21

複合サービス事業 7 7 2 0 0 0 0 0 0 4 0 1 0
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(2)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,544 139 125 128 16 483 319 298 36 479

1,486 1,111 90 100 84 11 323 256 219 28 375

537 433 49 25 44 5 160 63 79 8 104

10人～29人 414 296 28 27 26 3 81 64 64 3 118

30人～99人 595 431 29 40 27 2 132 97 96 8 164

100人～299人 476 382 29 27 36 6 116 98 55 15 94

300人～499人 113 85 10 3 8 1 26 15 18 4 28

500人～999人 125 101 11 5 13 2 38 12 20 0 24

1000人以上 300 249 32 23 18 2 90 33 45 6 51

建設業 131 106 13 4 10 1 35 18 20 5 25

製造業 273 192 11 10 8 2 61 51 45 4 81

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 0 0 0 1 0 1 0 1

情報通信業 50 47 4 0 16 1 6 5 14 1 3

運輸業、郵便業 108 80 3 6 4 2 28 18 15 4 28

卸売業、小売業 459 353 40 23 39 2 124 52 65 8 106

金融業、保険業 40 31 3 3 5 2 11 2 5 0 9

不動産業、物品賃貸業 51 35 3 2 2 0 13 7 7 1 16

学術研究、専門・技術サービス業 73 61 11 0 16 1 15 7 9 2 12

宿泊業、飲食サービス業 134 97 10 22 4 1 21 22 16 1 37

生活関連サービス業、娯楽業 47 33 5 5 3 0 11 5 4 0 14

教育、学習支援業 87 62 3 2 2 1 26 8 19 1 25

医療、福祉 467 373 25 43 12 2 107 110 66 8 94

複合サービス事業 7 4 0 0 0 0 4 0 0 0 3

サービス業 93 68 8 5 7 1 20 14 12 1 25
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(3)　取り組みが進んでいない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image40.emf]1 2 3 4 5 6 7 8

フ

レ

ッ

ク

ス

タ

イ

ム

の

導

入

副

業

・

兼

業

へ

の

対

応

リ

モ

ー

ト

ワ

ー

ク

の

充

実

在

籍

型

出

向

の

活

用

休

暇

制

度

の

充

実

や

取

得

促

進

高

齢

者

の

就

労

促

進

ス

キ

ル

ア

ッ

プ

・

リ

ス

キ

リ

ン

グ

の

促

進

そ

の

他

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 1,566 97 121 87 14 393 280 525 49 457

1,486 1,151 73 92 56 12 297 203 387 31 335

537 415 24 29 31 2 96 77 138 18 122

10人～29人 414 292 26 28 17 5 61 60 88 7 122

30人～99人 595 452 24 29 22 4 123 73 167 10 143

100人～299人 476 392 25 28 17 3 104 76 125 14 84

300人～499人 113 83 2 9 5 0 16 15 33 3 30

500人～999人 125 101 4 8 8 0 23 18 35 5 24

1000人以上 300 246 16 19 18 2 66 38 77 10 54

建設業 131 106 4 3 11 1 32 15 34 6 25

製造業 273 198 13 16 13 2 44 31 73 6 75

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 0 0 0 2 0 1 0 0

情報通信業 50 41 4 2 3 0 2 7 23 0 9

運輸業、郵便業 108 78 7 5 5 0 19 14 23 5 30

卸売業、小売業 459 351 17 29 20 2 102 59 114 8 108

金融業、保険業 40 32 0 0 6 2 7 6 10 1 8

不動産業、物品賃貸業 51 37 2 2 3 0 10 4 15 1 14

学術研究、専門・技術サービス業 73 58 5 2 4 1 15 9 20 2 15

宿泊業、飲食サービス業 134 104 8 17 3 2 27 24 22 1 30

生活関連サービス業、娯楽業 47 33 4 1 2 0 6 4 15 1 14

教育、学習支援業 87 64 3 8 2 2 18 5 22 4 23

医療、福祉 467 387 26 34 11 1 94 82 125 14 80

複合サービス事業 7 4 0 0 0 0 1 2 1 0 3

サービス業 93 70 4 2 4 1 14 18 27 0 23
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分

類

全体
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業
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模
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数
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(4)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,538 1,020 859 290 275 48 485

1,486 1,103 718 556 179 221 34 383

537 435 302 303 111 54 14 102

10人～29人 414 289 170 143 38 46 6 125

30人～99人 595 453 304 227 84 93 12 142

100人～299人 476 368 270 200 71 70 9 108

300人～499人 113 87 62 55 18 19 3 26

500人～999人 125 102 73 70 18 21 0 23

1000人以上 300 239 141 164 61 26 18 61

建設業 131 102 74 67 19 17 2 29

製造業 273 221 179 115 41 30 3 52

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 2 1 0 0 1

情報通信業 50 41 29 26 7 4 2 9

運輸業、郵便業 108 78 49 45 13 14 3 30

卸売業、小売業 459 373 245 237 84 63 9 86

金融業、保険業 40 29 13 21 8 7 0 11

不動産業、物品賃貸業 51 39 23 22 7 7 1 12

学術研究、専門・技術サービス業 73 60 41 33 11 4 5 13

宿泊業、飲食サービス業 134 97 45 64 15 10 10 37

生活関連サービス業、娯楽業 47 30 17 17 2 1 1 17

教育、学習支援業 87 55 38 19 5 9 1 32

医療、福祉 467 332 217 142 57 100 9 135

複合サービス事業 7 6 5 4 2 1 0 1

サービス業 93 73 45 45 18 8 2 20
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模
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全体


７ 優先的に取り組んでいる（取り組みたい）分野
(1) 次の働き方改革、人材確保・定着に関するテーマのうち、優先的に取り組んでいる分野を１つ選択してください。
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2,023 1,538 535 825 1,009 269 124

1,486 1,103 335 548 728 186 95

537 435 200 277 281 83 29

10人～29人 414 289 77 142 177 61 23

30人～99人 595 453 147 220 302 75 40

100人～299人 476 368 124 206 241 50 32

300人～499人 113 87 33 44 61 14 6

500人～999人 125 102 49 61 74 30 5

1000人以上 300 239 105 152 154 39 18

建設業 131 102 49 60 72 18 6

製造業 273 221 88 155 142 31 10

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 2 2 0 0

情報通信業 50 41 17 18 36 9 2

運輸業、郵便業 108 78 24 53 42 14 8

卸売業、小売業 459 373 158 238 242 85 16

金融業、保険業 40 29 11 21 13 6 3

不動産業、物品賃貸業 51 39 12 20 29 6 3

学術研究、専門・技術サービス業 73 60 18 31 38 16 5

宿泊業、飲食サービス業 134 97 34 43 71 17 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 30 9 11 16 3 3

教育、学習支援業 87 55 15 21 31 7 13

医療、福祉 467 332 77 106 222 43 48

複合サービス事業 7 6 1 3 5 0 0

サービス業 93 73 22 43 48 14 3
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(2) 次の働き方改革、人材確保・定着に関するテーマのうち、 今後優先的に取り組みたい分野を１つ選択してください。
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2,023   1,681 1,299 554 390 627 127 48 595 288 237 322 24 342

1,486   1,216 932 369 267 449 84 29 408 202 154 217 19 270

537   465 367 185 123 178 43 19 187 86 83 105 5 72

10人～29人 414   288 198 62 59 82 14 9 92 43 22 40 10 126

30人～99人 595   491 372 136 95 179 32 7 170 90 46 89 7 104

100人～299人 476   422 345 146 99 181 27 10 141 59 63 86 3 54

300人～499人 113   93 68 33 28 42 12 1 38 15 15 22 1 20

500人～999人 125   118 100 50 28 53 15 4 46 18 21 18 1 7

1000人以上 300   269 216 127 81 90 27 17 108 63 70 67 2 31

建設業 131   111 84 39 28 28 7 3 46 30 11 31 2 20

製造業 273   218 155 48 47 71 15 8 78 38 26 38 3 55

　電気・ガス・熱供給・水道業 3   3 3 1 0 0 0 0 1 1 1 1 0 0

情報通信業 50   44 37 21 17 17 9 1 20 9 8 7 0 6

運輸業、郵便業 108   87 71 21 10 32 3 1 33 18 8 18 1 21

卸売業、小売業 459   366 281 110 97 134 33 9 137 57 61 65 6 93

金融業、保険業 40   32 25 13 8 8 6 3 14 1 9 8 0 8

不動産業、物品賃貸業 51   39 30 10 9 18 2 0 14 6 5 3 1 12

学術研究、専門・技術サービス業 73   62 53 24 28 24 6 2 25 10 12 13 0 11

宿泊業、飲食サービス業 134   124 105 34 29 50 5 3 42 16 16 16 0 10

生活関連サービス業、娯楽業 47   38 25 14 6 15 3 2 9 8 7 6 1 9

教育、学習支援業 87   71 45 30 16 20 6 1 18 14 8 12 4 16

医療、福祉 467   408 321 173 80 176 24 12 130 73 59 94 3 59

複合サービス事業 7   5 5 2 1 0 0 0 2 0 1 1 0 2

サービス業 93   73 59 14 14 34 8 3 26 7 5 9 3 20
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労組あり
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(3) 次の多様な働き方、人材の確保に関するテーマうち、優先的に取り組んでいる分野を１つ
選択してください。
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2,023   1,699 802 444 570 611 384 431 309 708 424 706 267 672 430 9 324

1,486   1,218 504 262 357 447 237 284 200 500 309 449 152 458 284 8 268

537   481 298 182 213 164 147 147 109 208 115 257 115 214 146 1 56

10人～29人 414   306 80 44 54 123 49 53 46 133 80 86 30 106 59 1 108

30人～99人 595   497 189 116 138 184 96 120 79 224 134 166 56 166 128 4 98

100人～299人 476   406 215 111 149 140 87 102 62 157 88 188 64 159 101 4 70

300人～499人 113   99 54 20 40 26 23 18 21 45 23 39 21 41 24 0 14

500人～999人 125   116 79 46 45 33 35 28 29 47 25 62 24 51 30 0 9

1000人以上 300   275 185 107 144 105 94 110 72 102 74 165 72 149 88 0 25

建設業 131   115 48 22 31 46 27 13 22 62 38 46 20 35 28 0 16

製造業 273   214 74 38 64 75 30 42 31 101 51 83 27 72 51 1 59

　電気・ガス・熱供給・水道業 3   3 0 1 1 1 0 0 0 1 1 1 0 1 1 0 0

情報通信業 50   45 30 16 22 21 12 2 15 26 13 22 23 19 10 1 5

運輸業、郵便業 108   88 38 21 24 26 15 17 11 40 27 27 7 20 25 0 20

卸売業、小売業 459   384 204 114 161 142 98 100 77 167 94 168 88 149 88 0 75

金融業、保険業 40   35 24 17 18 17 14 10 11 19 10 24 12 17 14 0 5

不動産業、物品賃貸業 51   42 23 9 16 16 7 8 7 17 10 13 10 16 14 0 9

学術研究、専門・技術サービス業 73   66 33 21 26 32 21 17 17 28 15 35 28 31 18 1 7

宿泊業、飲食サービス業 134   104 45 28 32 48 17 38 14 41 18 34 7 47 18 1 30

生活関連サービス業、娯楽業 47   36 21 9 11 11 6 7 9 10 6 18 2 12 4 0 11

教育、学習支援業 87   67 40 16 21 19 19 13 14 15 18 35 5 29 17 0 20

医療、福祉 467   414 190 108 123 129 103 147 66 141 99 165 30 189 123 5 53

複合サービス事業 7   6 5 1 4 2 2 1 1 4 2 5 0 6 2 0 1

サービス業 93   80 27 23 16 26 13 16 14 36 22 30 8 29 17 0 13

労組なし
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(4) 次の多様な働き方、人材の確保に関するテーマのうち、今後優先的に取り組みたい分野を１つ選択してください。
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2,023 485 244 163 169 785 249 707 48

1,486 345 163 114 140 626 175 497 41

537 140 81 49 29 159 74 210 7

10人～29人 414 62 31 35 30 157 54 147 13

30人～99人 595 137 74 40 66 249 73 210 18

100人～299人 476 112 68 31 41 196 53 159 10

300人～499人 113 32 13 11 5 48 16 36 1

500人～999人 125 46 30 10 10 46 18 44 2

1000人以上 300 96 28 36 17 89 35 111 4

建設業 131 30 13 10 12 45 17 44 3

製造業 273 54 36 18 29 96 38 89 6

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 0 0 1 0

情報通信業 50 8 5 2 7 27 0 13 0

運輸業、郵便業 108 19 14 4 6 34 20 46 4

卸売業、小売業 459 109 51 47 33 139 56 173 8

金融業、保険業 40 6 3 2 0 14 4 20 0

不動産業、物品賃貸業 51 16 5 2 4 17 1 13 2

学術研究、専門・技術サービス業 73 15 6 4 6 28 5 28 1

宿泊業、飲食サービス業 134 40 16 16 8 56 13 34 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 11 4 1 6 18 4 23 2

教育、学習支援業 87 12 12 6 6 32 7 24 3

医療、福祉 467 140 67 44 43 247 74 152 14

複合サービス事業 7 1 1 1 1 0 2 4 0

サービス業 93 23 11 6 8 32 8 43 1
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Ⅳ　その他
８ 給与等の引き上げについて
（1） 引き上げた項目をすべて選択してください。
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（2） 引き上げた理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,422 545 250 118 604 116 267

1,486 1,063 430 195 96 456 92 171

537 359 115 55 22 148 24 96

10人～29人 414 365 149 73 34 161 41 50

30人～99人 595 442 190 79 41 188 42 75

100人～299人 476 292 109 53 31 124 17 53

300人～499人 113 69 30 11 6 33 8 8

500人～999人 125 70 21 10 1 30 3 18

1000人以上 300 184 46 24 5 68 5 63

建設業 131 93 47 25 12 25 13 14

製造業 273 179 82 41 23 85 22 16

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 1 0 1 0 1

情報通信業 50 40 15 7 2 20 5 8

運輸業、郵便業 108 82 39 13 0 26 11 17

卸売業、小売業 459 323 93 48 18 158 22 72

金融業、保険業 40 35 4 5 1 21 1 7

不動産業、物品賃貸業 51 38 16 4 4 18 0 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 52 20 6 2 25 6 10

宿泊業、飲食サービス業 134 70 29 7 3 22 3 17

生活関連サービス業、娯楽業 47 40 15 7 1 16 0 11

教育、学習支援業 87 61 15 7 6 30 3 15

医療、福祉 467 327 131 59 40 130 26 65

複合サービス事業 7 7 2 1 0 2 0 2

サービス業 93 72 37 19 6 25 4 11
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企

業

規

模
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分
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（3） 今後引き上げの実施を予定している項目はありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 372 299 212 367 230 348 48

1,486 263 220 148 292 177 250 37

537 109 79 64 75 53 98 11

10人～29人 414 74 43 42 67 43 56 9

30人～99人 595 106 83 60 120 56 96 12

100人～299人 476 79 77 50 96 65 85 14

300人～499人 113 22 12 12 17 9 24 4

500人～999人 125 33 24 11 25 18 21 2

1000人以上 300 58 60 37 42 39 66 7

建設業 131 20 13 16 22 19 19 5

製造業 273 48 39 27 46 14 46 7

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 0 0 1 0

情報通信業 50 8 4 3 8 3 6 1

運輸業、郵便業 108 24 16 18 19 15 18 1

卸売業、小売業 459 63 62 44 62 48 82 3

金融業、保険業 40 8 2 9 6 1 5 0

不動産業、物品賃貸業 51 6 5 4 9 7 7 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 10 6 8 9 3 12 4

宿泊業、飲食サービス業 134 27 35 15 19 29 32 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 10 5 6 10 7 6 3

教育、学習支援業 87 14 12 5 11 8 9 4

医療、福祉 467 116 82 51 126 68 89 12

複合サービス事業 7 2 1 0 1 0 2 0

サービス業 93 16 17 6 19 8 14 3
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（4）引き上げを実施した事業所にお伺いします。
引き上げ率（小数点第一位まで※第二位以下四捨五入）を教えてください。
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2,023 777 532 558 551 1,141 290 820 28

1,486 530 319 393 396 827 171 602 20

537 247 213 165 155 314 119 218 8

10人～29人 414 190 52 96 110 246 28 155 4

30人～99人 595 224 98 159 157 336 55 248 10

100人～299人 476 161 148 145 128 248 77 199 10

300人～499人 113 32 38 31 33 64 22 38 0

500人～999人 125 47 53 40 44 72 30 46 0

1000人以上 300 123 143 87 79 175 78 134 4

建設業 131 56 33 54 41 71 21 47 1

製造業 273 109 54 88 53 127 24 99 6

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 1 2 0 0 0

情報通信業 50 24 16 23 19 31 12 26 0

運輸業、郵便業 108 42 23 29 35 72 15 51 1

卸売業、小売業 459 197 139 114 114 262 79 169 6

金融業、保険業 40 17 17 18 11 21 14 19 0

不動産業、物品賃貸業 51 15 10 11 13 29 8 21 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 27 22 26 23 44 11 31 2

宿泊業、飲食サービス業 134 50 41 33 25 68 15 44 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 14 10 14 14 30 8 14 2

教育、学習支援業 87 32 24 16 28 46 11 42 2

医療、福祉 467 156 111 106 153 287 62 222 6

複合サービス事業 7 4 5 2 1 5 1 3 0

サービス業 93 34 27 24 20 46 9 32 0
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また、引き上げ額、引き上げ前の平均賃金額をお答えいただける範囲で教えてください。
（5） 引き上げを実施した事業所にお伺いします。
引き上げの原資を教えてください。該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 357 165 423 530 623 272 586 21

1,486 265 109 312 372 466 210 408 19

537 92 56 111 158 157 62 178 2

10人～29人 414 82 29 94 103 143 51 93 5

30人～99人 595 119 42 127 150 185 82 155 3

100人～299人 476 72 42 109 121 130 72 143 9

300人～499人 113 19 7 17 40 38 9 44 1

500人～999人 125 24 14 22 29 41 15 44 1

1000人以上 300 41 31 54 87 86 43 107 2

建設業 131 27 7 26 31 45 20 35 0

製造業 273 42 17 51 87 87 27 78 1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 1 1 1 0 0 0

情報通信業 50 13 3 12 15 14 9 13 3

運輸業、郵便業 108 24 5 21 21 37 15 33 1

卸売業、小売業 459 80 49 96 109 121 65 149 4

金融業、保険業 40 4 5 4 19 16 3 16 1

不動産業、物品賃貸業 51 7 5 11 15 11 4 11 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 13 9 18 23 23 8 25 1

宿泊業、飲食サービス業 134 26 12 29 27 38 16 34 0

生活関連サービス業、娯楽業 47 6 3 7 10 14 5 16 2

教育、学習支援業 87 9 5 7 17 25 11 22 2

医療、福祉 467 86 38 117 131 156 79 125 5

複合サービス事業 7 0 0 1 2 2 0 1 0

サービス業 93 19 7 22 22 33 10 28 1
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（6） 引き上げを実施しなかったまたはする予定がない事業所にお伺いします。
実施しない理由を教えてください。該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 546 157 128 83 153 62 42

1,486 399 124 96 66 122 37 27

537 147 33 32 17 31 25 15

10人～29人 414 153 55 36 30 41 10 9

30人～99人 595 162 50 41 27 55 11 9

100人～299人 476 100 24 20 11 30 12 10

300人～499人 113 32 7 10 4 7 5 2

500人～999人 125 20 2 5 4 6 3 2

1000人以上 300 79 19 16 7 14 21 10

建設業 131 47 7 7 8 10 8 7

製造業 273 64 19 18 13 23 7 1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 0 0 1

情報通信業 50 15 3 7 6 5 3 4

運輸業、郵便業 108 30 11 10 6 6 0 2

卸売業、小売業 459 165 49 38 22 49 21 11

金融業、保険業 40 12 4 2 1 4 2 0

不動産業、物品賃貸業 51 13 3 4 1 2 2 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 17 2 2 2 7 3 2

宿泊業、飲食サービス業 134 36 14 8 3 10 3 3

生活関連サービス業、娯楽業 47 17 4 3 4 2 1 3

教育、学習支援業 87 27 6 7 2 7 1 3

医療、福祉 467 82 30 15 13 22 7 5

複合サービス事業 7 1 1 1 1 1 1 0

サービス業 93 19 4 6 1 5 3 0

産

業

分

類

区分

 

事

業

所

数

活

用

し

た

こ

と

も

興

味

も

な

い

複数回答有

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模


９　人材確保・定着について
（1） 人材の不足感について、どのように感じておられますか。
該当する項目に○印を付してください。
正社員の人材不足感
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2,023 1,176 101 7 30 522 160 81

1,486 833 79 6 25 378 140 64

537 343 22 1 5 144 20 17

10人～29人 414 219 13 4 6 85 55 13

30人～99人 595 331 34 2 8 165 59 36

100人～299人 476 272 28 1 10 133 33 13

300人～499人 113 72 6 0 1 33 5 5

500人～999人 125 81 14 0 2 34 4 4

1000人以上 300 201 6 0 3 72 4 10

建設業 131 67 4 0 0 29 15 5

製造業 273 131 17 0 3 86 29 8

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 2 1 0

情報通信業 50 30 2 1 1 12 5 4

運輸業、郵便業 108 67 5 0 1 19 10 4

卸売業、小売業 459 255 13 2 8 106 29 17

金融業、保険業 40 29 1 0 0 5 2 1

不動産業、物品賃貸業 51 34 3 0 0 10 2 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 49 5 0 2 22 6 3

宿泊業、飲食サービス業 134 69 5 1 1 20 14 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 22 5 2 0 19 2 2

教育、学習支援業 87 56 6 1 1 30 2 1

医療、福祉 467 309 32 0 13 134 38 28

複合サービス事業 7 5 0 0 0 3 0 0

サービス業 93 52 3 0 0 25 5 3
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非正社員の人材不足感
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（2） 人材の確保のためにどのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,884 1,031 142 154 332 441 165 136 253 44

1,486 1,366 637 79 83 191 259 88 64 161 32

537 518 394 63 71 141 182 77 72 92 12

10人～29人 414 356 106 6 8 28 39 11 3 13 5

30人～99人 595 545 242 26 21 71 99 33 17 60 14

100人～299人 476 459 285 39 46 93 126 42 32 65 15

300人～499人 113 106 68 15 7 26 31 20 10 21 3

500人～999人 125 124 88 20 11 29 36 19 8 17 3

1000人以上 300 294 242 36 61 85 110 40 66 77 4

建設業 131 122 56 6 11 15 25 6 5 15 6

製造業 273 249 128 15 12 47 59 25 18 32 6

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 2 0 0 1 1 0 0 0 0

情報通信業 50 46 31 3 3 9 11 3 1 8 3

運輸業、郵便業 108 99 51 9 6 16 21 5 2 10 3

卸売業、小売業 459 432 268 43 59 87 126 57 61 54 3

金融業、保険業 40 38 28 4 6 11 11 6 7 4 0

不動産業、物品賃貸業 51 45 24 3 4 7 9 3 2 4 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 70 50 7 7 18 20 10 6 14 5

宿泊業、飲食サービス業 134 121 65 10 14 21 23 6 14 19 4

生活関連サービス業、娯楽業 47 43 21 6 6 3 12 3 6 8 0

教育、学習支援業 87 81 47 3 2 11 22 4 2 13 2

医療、福祉 467 438 207 30 22 73 84 30 9 59 9

複合サービス事業 7 7 5 0 0 2 2 2 2 0 1

サービス業 93 90 48 3 2 11 15 5 1 13 2
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（3） ジョブ型雇用を導入している事業所にお伺いします。

導入時期を教えてください。いずれかを選択してください。
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2,023 1,538 345 434 113 648 68 93 278

1,486 1,103 241 323 81 444 36 80 190

537 435 104 111 32 204 32 13 88

10人～29人 414 289 75 80 20 109 9 31 38

30人～99人 595 453 97 127 31 169 12 32 91

100人～299人 476 368 74 97 28 170 11 21 65

300人～499人 113 87 20 35 10 34 5 3 17

500人～999人 125 102 32 29 9 45 5 1 18

1000人以上 300 239 47 66 15 121 26 5 49

建設業 131 102 22 27 8 54 10 4 12

製造業 273 221 87 67 12 92 4 27 20

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 1 0 1 0 0 0

情報通信業 50 41 11 19 11 13 4 1 6

運輸業、郵便業 108 78 32 20 6 32 2 3 4

卸売業、小売業 459 373 87 126 37 166 31 16 60

金融業、保険業 40 29 0 8 1 9 0 2 10

不動産業、物品賃貸業 51 39 6 15 4 16 0 1 6

学術研究、専門・技術サービス業 73 60 13 20 3 21 1 2 10

宿泊業、飲食サービス業 134 97 34 23 4 46 4 7 7

生活関連サービス業、娯楽業 47 30 6 5 0 14 0 1 8

教育、学習支援業 87 55 7 10 3 19 1 0 23

医療、福祉 467 332 22 59 16 132 10 28 100

複合サービス事業 7 6 1 0 0 3 0 0 2

サービス業 93 73 17 34 8 30 1 1 10

産

業

分

類

区分

 

事

業

所

数

引

き

上

げ

を

実

施

し

た

複数回答有

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模


（4） ジョブ型雇用を導入している事業所にお伺いします。
どのような取り組みを行っていますか。

該当する項目をすべて選択してください。
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件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 299 153 100 72 54 62 41

1,486 235 121 81 63 47 50 27

537 64 32 19 9 7 12 14

10人～29人 414 77 47 27 21 14 19 3

30人～99人 595 86 36 23 16 14 15 16

100人～299人 476 68 39 26 23 12 15 9

300人～499人 113 19 9 8 5 6 3 2

500人～999人 125 12 5 4 2 1 3 4

1000人以上 300 37 17 12 5 7 7 7

建設業 131 15 8 6 6 3 1 1

製造業 273 29 20 11 3 8 3 4

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 0 0 1

情報通信業 50 6 1 1 1 1 2 3

運輸業、郵便業 108 17 7 8 7 6 4 1

卸売業、小売業 459 59 33 25 13 8 10 5

金融業、保険業 40 6 0 0 1 0 4 1

不動産業、物品賃貸業 51 5 0 1 0 1 2 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 4 2 1 0 0 0 2

宿泊業、飲食サービス業 134 17 9 2 2 5 3 3

生活関連サービス業、娯楽業 47 10 5 5 2 3 1 1

教育、学習支援業 87 21 11 4 3 3 5 2

医療、福祉 467 93 49 33 31 13 25 13

複合サービス事業 7 1 1 0 0 0 0 0

サービス業 93 15 7 3 3 3 2 3

産

業

分

類

区分
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数
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複数回答有

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模


（5） 人材の定着のためにどのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。
[image: image57.emf]Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ

件

件 件 件 件

2,023 533 1,080 1,613 410

1,486 392 805 1,197 289

537 141 275 416 121

10人～29人 414 95 201 296 118

30人～99人 595 152 326 478 117

100人～299人 476 144 246 390 86

300人～499人 113 36 68 104 9

500人～999人 125 40 72 112 13

1000人以上 300 66 167 233 67

建設業 131 54 62 116 15

製造業 273 62 149 211 62

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 3 3 0

情報通信業 50 10 37 47 3

運輸業、郵便業 108 33 62 95 13

卸売業、小売業 459 95 255 350 109

金融業、保険業 40 3 28 31 9

不動産業、物品賃貸業 51 11 28 39 12

学術研究、専門・技術サービス業 73 20 39 59 14

宿泊業、飲食サービス業 134 36 73 109 25

生活関連サービス業、娯楽業 47 12 27 39 8

教育、学習支援業 87 16 42 58 29

医療、福祉 467 153 223 376 91

複合サービス事業 7 1 4 5 2

サービス業 93 27 48 75 18

不
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人
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（6） どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,754 310 718 1,028 726

1,486 1,258 219 514 733 525

537 496 91 204 295 201

10人～29人 414 308 51 124 175 133

30人～99人 595 493 86 196 282 211

100人～299人 476 444 76 181 257 187

300人～499人 113 110 13 44 57 53

500人～999人 125 113 19 50 69 44

1000人以上 300 286 65 123 188 98

建設業 131 80 7 20 27 53

製造業 273 223 14 68 82 141

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 0 0 3

情報通信業 50 36 1 8 9 27

運輸業、郵便業 108 80 17 25 42 38

卸売業、小売業 459 410 62 158 220 190

金融業、保険業 40 34 1 12 13 21

不動産業、物品賃貸業 51 42 6 18 24 18

学術研究、専門・技術サービス業 73 64 4 23 27 37

宿泊業、飲食サービス業 134 124 45 70 115 9

生活関連サービス業、娯楽業 47 40 11 22 33 7

教育、学習支援業 87 84 8 41 49 35

医療、福祉 467 451 108 219 327 124

複合サービス事業 7 5 2 1 3 2

サービス業 93 78 24 33 57 21
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10　外国人労働者の雇用について
(1)　外国人労働者を雇用されていますか。
いずれかを選択してください。
[image: image59.emf]人 人 人 人 人

全体 3,925       1,704     324               2,221        462              

労組なし 3,136       1,393     275               1,743        302              

労組あり 789          311        49                 478           160              

うち技能実習生

区分

外国人労

働者数

正社員 非正社員

うち技能実習生


(2)　貴事業所の雇用形態別の外国人労働者数（令和５年６月３０日時点）を教えてください。
また、技能実習生の内数についても教えてください。
該当がない箇所は「０」を記入してください。
(注）この調査票の送付先所在地にある貴事業所のみの状況を記入してください。
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件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 530 84 2 8 18 8 183 186 37 16 23 24 94 233 1,493

1,486 367 51 1 6 11 4 126 119 28 11 17 18 56 183 1,119

537 163 33 1 2 7 4 57 67 9 5 6 6 38 50 374

10人～29人 414 63 12 0 1 3 1 19 8 9 0 5 1 10 35 351

30人～99人 595 155 22 1 3 5 3 42 37 13 8 7 10 22 81 440

100人～299人 476 164 22 0 3 6 2 58 66 9 6 6 6 30 78 312

300人～499人 113 28 5 0 0 0 0 12 13 0 1 0 0 6 9 85

500人～999人 125 43 5 0 0 0 0 18 24 2 0 4 1 6 16 82

1000人以上 300 77 18 1 1 4 2 34 38 4 1 1 6 20 14 223

建設業 131 26 1 0 1 1 2 5 10 2 0 1 3 6 12 105

製造業 273 83 11 1 1 2 1 24 16 5 8 8 1 7 44 190

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 1 2

情報通信業 50 11 1 0 0 1 0 6 3 0 0 0 1 2 5 39

運輸業、郵便業 108 28 4 0 0 3 1 11 9 5 1 4 2 4 10 80

卸売業、小売業 459 112 30 1 3 3 2 38 39 13 4 2 1 19 41 347

金融業、保険業 40 7 2 0 0 0 0 1 3 0 0 1 1 4 2 33

不動産業、物品賃貸業 51 9 1 0 1 0 0 3 3 1 1 0 0 1 4 42

学術研究、専門・技術サービス業 73 18 1 0 1 0 0 9 8 0 1 1 1 3 6 55

宿泊業、飲食サービス業 134 24 3 0 0 0 0 12 8 3 0 0 2 1 12 110

生活関連サービス業、娯楽業 47 11 0 0 0 0 0 5 4 0 0 0 0 0 7 36

教育、学習支援業 87 25 1 0 0 0 0 7 10 1 0 0 0 8 7 62

医療、福祉 467 143 20 0 1 7 1 46 56 5 0 4 10 29 74 324

複合サービス事業 7 3 2 0 0 0 1 2 2 0 0 0 0 1 0 4

サービス業 93 29 6 0 0 1 0 13 14 1 1 2 2 8 8 64
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模

産

業

分

類
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事
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所
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複数回答有

全体
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件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 1,329 551 311 296 555 636 635 503 584 458 414 773 869 940 694

1,486 978 383 227 207 388 461 457 336 458 332 302 591 628 727 508

537 351 168 84 89 167 175 178 167 126 126 112 182 241 213 186

10人～29人 414 244 83 45 47 81 102 93 56 117 78 83 154 143 191 170

30人～99人 595 384 159 88 78 171 189 185 138 194 133 123 223 244 284 211

100人～299人 476 332 149 80 84 142 177 177 147 163 126 104 212 224 229 144

300人～499人 113 69 29 17 16 33 36 36 31 29 26 23 38 52 45 44

500人～999人 125 94 48 27 25 46 48 50 39 32 32 29 60 65 57 31

1000人以上 300 206 83 54 46 82 84 94 92 49 63 52 86 141 134 94

建設業 131 74 33 18 15 33 34 32 23 37 26 15 38 47 50 57

製造業 273 192 64 40 34 67 81 74 56 98 67 73 113 118 131 81

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 1 2

情報通信業 50 30 11 2 5 10 9 14 11 11 8 10 18 15 22 20

運輸業、郵便業 108 74 28 11 18 33 38 37 24 34 24 22 43 47 54 34

卸売業、小売業 459 259 111 51 58 102 114 133 114 101 85 86 142 176 173 200

金融業、保険業 40 25 10 4 5 8 9 11 12 9 9 6 11 17 17 15

不動産業、物品賃貸業 51 33 13 3 8 16 14 16 8 17 11 11 20 21 20 18

学術研究、専門・技術サービス業 73 50 16 6 9 15 17 15 13 14 11 7 21 34 40 23

宿泊業、飲食サービス業 134 90 36 32 21 33 39 42 38 40 34 24 49 49 70 44

生活関連サービス業、娯楽業 47 25 7 4 4 8 11 13 6 8 6 6 13 19 18 22

教育、学習支援業 87 53 21 9 9 19 24 20 20 14 13 11 25 31 38 34

医療、福祉 467 354 173 113 96 181 211 194 153 165 138 122 239 247 256 113

複合サービス事業 7 6 1 2 2 4 2 2 2 2 2 3 3 3 4 1

サービス業 93 63 27 16 12 25 32 32 23 33 24 18 37 45 46 30

産
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分

類
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労組なし

労組あり

企

業

規
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区分
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業
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複数回答有
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い


(3)　貴事業所の雇用形態別の外国人労働者の国籍ごとの人数を教えてください。
該当がない箇所は「０」を記入してください。
[image: image62.emf]集計数

件 件 件

2,023   1,700   323     

1,486   1,205   281     

537      495      42       

10人～29人 414      283      131     

30人～99人 595      487      108     

100人～299人 476      432      44       

300人～499人 113      100      13       

500人～999人 125      113      12       

1000人以上 300      285      15       

建設業 131      107      24       

製造業 273      230      43       

電気・ガス・熱供給・水道業 3         2         1        

情報通信業 50        44        6        

運輸業、郵便業 108      88        20       

卸売業、小売業 459      397      62       

金融業、保険業 40        39        1        

不動産業、物品賃貸業 51        44        7        

学術研究、専門・技術サービス業 73        61        12       

宿泊業、飲食サービス業 134      103      31       

生活関連サービス業、娯楽業 47        38        9        

教育、学習支援業 87        76        11       

医療、福祉 467      387      80       

複合サービス事業 7         7         0

サービス業 93        77        16       
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業

規

模
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分

類
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知っている知らない

全体
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(4)　雇用にあたってどのような取り組みを行っていますか。
該当する項目をすべて選択してください。

[image: image63.emf]1 2 3 4 5

基

本

給

（

定

期

昇

給

）

基

本

給

（

ベ

ー

ス

ア

ッ

プ

）

一

時

金

手

当

そ

の

他

件 件 件 件 件 件 件 件 件

2,023 485 186 86 96 30 25 1 1,538

1,486 383 148 70 71 25 21 1 1,103

537 102 38 16 25 5 4 0 435

10人～29人 414 125 48 26 23 6 4 1 289

30人～99人 595 142 56 18 27 9 15 0 453

100人～299人 476 108 40 18 23 8 5 0 368

300人～499人 113 26 7 5 3 1 0 0 87

500人～999人 125 23 11 8 6 1 0 0 102

1000人以上 300 61 24 11 14 5 1 0 239

建設業 131 29 14 9 7 2 3 0 102

製造業 273 52 23 13 10 1 3 0 221

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 0 0 0 2

情報通信業 50 9 3 1 3 0 0 0 41

運輸業、郵便業 108 30 13 4 8 4 1 0 78

卸売業、小売業 459 86 27 14 14 5 2 1 373

金融業、保険業 40 11 5 1 2 1 1 0 29

不動産業、物品賃貸業 51 12 7 4 3 1 2 0 39

学術研究、専門・技術サービス業 73 13 9 6 3 2 2 0 60

宿泊業、飲食サービス業 134 37 20 7 12 3 1 0 97

生活関連サービス業、娯楽業 47 17 7 0 5 2 1 0 30

教育、学習支援業 87 32 11 5 5 4 2 0 55

医療、福祉 467 135 42 20 22 5 6 0 332

複合サービス事業 7 1 0 0 0 0 0 0 6

サービス業 93 20 5 2 2 0 1 0 73
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(5)　取り組む際、どのような課題がありますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,681 84 54 7 5 6 12

1,486 1,216 50 36 5 3 2 4

537 465 34 18 2 2 4 8

10人～29人 414 288 15 11 2 0 1 1

30人～99人 595 491 17 14 0 2 0 1

100人～299人 476 422 14 7 3 1 2 1

300人～499人 113 93 3 2 1 0 0 0

500人～999人 125 118 8 3 0 1 1 3

1000人以上 300 269 27 17 1 1 2 6

建設業 131 111 3 2 0 0 0 1

製造業 273 218 14 7 2 0 4 1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 44 1 1 0 0 0 0

運輸業、郵便業 108 87 4 2 1 1 0 0

卸売業、小売業 459 366 19 13 2 1 0 3

金融業、保険業 40 32 3 0 0 0 0 3

不動産業、物品賃貸業 51 39 2 1 0 1 0 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 62 2 2 0 0 0 0

宿泊業、飲食サービス業 134 124 9 5 0 0 2 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 38 5 4 0 1 0 0

教育、学習支援業 87 71 1 1 0 0 0 0

医療、福祉 467 408 17 12 2 1 0 2

複合サービス事業 7 5 0 0 0 0 0 0

サービス業 93 73 4 4 0 0 0 0
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(6)　雇用していない理由を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 296 75 137 75 81 116 12

1,486 257 66 120 63 63 103 11

537 39 9 17 12 18 13 1

10人～29人 414 96 16 27 21 17 54 5

30人～99人 595 102 26 49 29 31 35 2

100人～299人 476 56 20 34 13 19 14 3

300人～499人 113 11 4 7 4 0 5 1

500人～999人 125 17 4 13 3 10 4 1

1000人以上 300 14 5 7 5 4 4 0

建設業 131 19 3 3 3 8 11 0

製造業 273 53 7 25 14 15 20 1

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 5 2 2 3 3 0 0

運輸業、郵便業 108 16 7 10 12 10 1 0

卸売業、小売業 459 48 14 23 12 16 18 2

金融業、保険業 40 0 0 0 0 0 0 0

不動産業、物品賃貸業 51 5 0 0 0 0 5 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 5 0 4 1 1 1 0

宿泊業、飲食サービス業 134 21 6 16 6 9 3 0

生活関連サービス業、娯楽業 47 11 1 1 4 1 6 3

教育、学習支援業 87 14 4 4 1 4 5 2

医療、福祉 467 81 26 43 13 10 39 3

複合サービス事業 7 1 0 0 0 0 1 0

サービス業 93 17 5 6 6 4 6 1
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(7)　どのような支援を府に望みますか。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 609 125 118 105 197 323 35

1,486 505 106 91 82 169 265 29

537 104 19 27 23 28 58 6

10人～29人 414 183 45 21 26 52 104 12

30人～99人 595 207 33 28 43 68 111 14

100人～299人 476 117 23 38 16 43 59 5

300人～499人 113 25 8 4 3 4 12 1

500人～999人 125 22 3 5 3 11 13 2

1000人以上 300 55 13 22 14 19 24 1

建設業 131 50 5 3 2 4 36 4

製造業 273 90 17 15 13 26 48 5

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 9 1 0 0 0 8 1

運輸業、郵便業 108 32 6 7 8 13 17 0

卸売業、小売業 459 126 29 34 18 41 65 7

金融業、保険業 40 7 0 2 0 1 4 2

不動産業、物品賃貸業 51 21 5 3 5 4 11 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 18 1 5 2 3 9 2

宿泊業、飲食サービス業 134 38 13 6 14 14 17 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 15 6 1 2 4 10 0

教育、学習支援業 87 27 4 6 9 8 15 1

医療、福祉 467 148 32 32 27 71 67 8

複合サービス事業 7 3 0 1 1 0 1 0

サービス業 93 25 6 3 4 8 15 2
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11　働きやすい職場づくりについて
(1) 次のうち、現在取り組んでいる項目を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 272 100 41 117 118 28

1,486 254 93 38 110 108 24

537 18 7 3 7 10 4

10人～29人 414 114 34 7 44 51 16

30人～99人 595 103 39 20 44 45 7

100人～299人 476 38 15 10 20 16 5

300人～499人 113 8 5 1 2 4 0

500人～999人 125 4 3 1 3 1 0

1000人以上 300 5 4 2 4 1 0

建設業 131 24 7 1 9 13 2

製造業 273 50 17 7 21 21 8

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 0 0 0 1 0

情報通信業 50 2 2 0 1 2 0

運輸業、郵便業 108 18 7 6 11 8 1

卸売業、小売業 459 48 23 7 22 16 4

金融業、保険業 40 1 0 0 0 1 0

不動産業、物品賃貸業 51 9 3 3 4 4 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 6 0 1 2 2 1

宿泊業、飲食サービス業 134 24 6 2 12 10 2

生活関連サービス業、娯楽業 47 7 1 1 1 2 4

教育、学習支援業 87 10 4 1 2 2 3

医療、福祉 467 61 24 12 28 30 3

複合サービス事業 7 0 0 0 0 0 0

サービス業 93 11 6 0 4 6 0

産

業

分

類

区分

 

事

業

所

数

対

策

が

進

ん

で

い

な

い

複数回答有

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模


(2) 次のうち、今後取り組みたい項目を教えてください。
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2,023 1,681 84 64 35 22 20 8 10 2

1,486 1,216 50 41 25 10 11 6 4 1

537 465 34 23 10 12 9 2 6 1

10人～29人 414 288 15 12 6 2 1 0 0 0

30人～99人 595 491 17 15 8 1 5 2 0 0

100人～299人 476 422 14 12 8 4 2 2 3 1

300人～499人 113 93 3 2 2 1 1 1 0 0

500人～999人 125 118 8 6 2 6 3 1 0 0

1000人以上 300 269 27 17 9 8 8 2 7 1

建設業 131 111 3 1 3 2 1 1 0 0

製造業 273 218 14 12 6 5 3 0 0 2

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 44 1 1 0 0 0 0 0 0

運輸業、郵便業 108 87 4 3 1 0 0 1 0 0

卸売業、小売業 459 366 19 15 8 5 7 1 1 0

金融業、保険業 40 32 3 0 0 0 0 0 3 0

不動産業、物品賃貸業 51 39 2 2 1 2 2 1 1 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 62 2 2 1 0 0 0 0 0

宿泊業、飲食サービス業 134 124 9 8 3 4 3 0 0 0

生活関連サービス業、娯楽業 47 38 5 5 1 0 0 0 0 0

教育、学習支援業 87 71 1 1 0 0 0 0 1 0

医療、福祉 467 408 17 12 9 3 4 3 3 0

複合サービス事業 7 5 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業 93 73 4 2 2 1 0 1 1 0
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該当する項目をすべて選択してください。
Ⅴ　大阪府の事業の活用状況に関すること
(1)　下記大阪府の事業内容のうち、「活用したことがある」、「興味がある」ものに○印を付し
てください。
活用したことがある
[image: image69.emf]集計数
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2,023 601      1,422  

1,486 423      1,063  

537 178 359

10人～29人 414 49        365     

30人～99人 595 153      442     

100人～299人 476 184      292     

300人～499人 113 44        69       
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1000人以上 300 116      184     
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情報通信業 50 10        40       

運輸業、郵便業 108 26        82       

卸売業、小売業 459 136      323     

金融業、保険業 40 5         35       

不動産業、物品賃貸業 51 13        38       

学術研究、専門・技術サービス業 73 21        52       

宿泊業、飲食サービス業 134 64        70       

生活関連サービス業、娯楽業 47 7         40       

教育、学習支援業 87 26        61       

医療、福祉 467 140      327     

複合サービス事業 7 0 7        
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興味がある
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2,023 601 260 45 175 61 92 68 14 1,422

1,486 423 180 38 129 51 71 58 8 1,063

537 178 80 7 46 10 21 10 6 359

10人～29人 414 49 18 2 15 7 4 5 2 365

30人～99人 595 153 60 14 46 17 29 19 4 442

100人～299人 476 184 83 22 57 17 33 26 2 292

300人～499人 113 44 20 2 8 7 6 6 1 69

500人～999人 125 55 23 3 17 3 9 6 0 70

1000人以上 300 116 56 2 32 10 11 6 5 184

建設業 131 38 11 2 14 4 8 5 3 93

製造業 273 94 33 3 25 7 20 11 3 179

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3

情報通信業 50 10 5 1 1 0 0 0 0 40

運輸業、郵便業 108 26 9 2 5 3 2 1 1 82

卸売業、小売業 459 136 65 13 34 3 7 7 2 323

金融業、保険業 40 5 5 0 0 0 0 0 0 35

不動産業、物品賃貸業 51 13 7 1 1 1 1 1 0 38

学術研究、専門・技術サービス業 73 21 8 1 4 1 4 2 2 52

宿泊業、飲食サービス業 134 64 37 7 16 7 5 7 0 70

生活関連サービス業、娯楽業 47 7 2 1 3 1 1 2 0 40

教育、学習支援業 87 26 13 3 1 2 0 0 0 61

医療、福祉 467 140 58 8 66 32 43 31 3 327

複合サービス事業 7 0 0 0 0 0 0 0 0 7

サービス業 93 21 7 3 5 0 1 1 0 72
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(2)（1）の設問で、「活用したことがある」または「興味がある」の欄に、○と回答した事業
所以外におたずねします。その理由（活用したことがない、興味がない）を教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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30人～99人 595 153 20 38 34 11 17 84 23 2
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300人～499人 113 44 6 17 10 2 2 18 5 1

500人～999人 125 55 4 20 12 1 4 33 7 0

1000人以上 300 116 29 26 13 9 10 58 20 2

建設業 131 38 2 14 4 0 3 13 3 1

製造業 273 94 13 26 22 8 10 52 15 4

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 10 1 4 1 0 1 2 0 1

運輸業、郵便業 108 26 4 6 2 0 1 11 3 0

卸売業、小売業 459 136 19 39 15 4 9 64 18 0

金融業、保険業 40 5 4 1 0 0 1 1 0 0

不動産業、物品賃貸業 51 13 2 4 3 0 2 5 1 0

学術研究、専門・技術サービス業 73 21 1 6 0 0 2 10 1 1

宿泊業、飲食サービス業 134 64 23 13 7 11 3 41 13 1

生活関連サービス業、娯楽業 47 7 3 3 4 2 2 5 1 1

教育、学習支援業 87 26 1 5 0 0 1 11 2 0

医療、福祉 467 140 11 53 56 10 14 92 24 1

複合サービス事業 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0

サービス業 93 21 3 7 6 2 2 9 3 1
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(3)　大阪府の事業を知るきっかけを教えてください。
該当する項目をすべて選択してください。
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2,023 1,310 236 140 10 50 87 16

1,486 859 180 105 9 41 60 11

537 451 56 35 1 9 27 5

10人～29人 414 154 59 38 0 9 16 6

30人～99人 595 328 73 52 7 13 26 3

100人～299人 476 369 63 29 2 17 29 3

300人～499人 113 94 11 6 0 4 5 1

500人～999人 125 108 7 3 0 3 3 0

1000人以上 300 257 23 12 1 4 8 3
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製造業 273 161 47 28 3 10 20 2

　電気・ガス・熱供給・水道業 3 2 0 0 0 0 0 0

情報通信業 50 37 5 3 0 0 1 1

運輸業、郵便業 108 67 22 19 0 1 10 3

卸売業、小売業 459 334 55 23 4 15 27 2

金融業、保険業 40 35 1 1 0 0 0 0

不動産業、物品賃貸業 51 30 3 1 1 1 1 1

学術研究、専門・技術サービス業 73 51 6 5 0 1 0 0

宿泊業、飲食サービス業 134 89 19 15 0 1 5 1

生活関連サービス業、娯楽業 47 28 5 3 1 2 2 0

教育、学習支援業 87 59 2 1 0 1 1 0

医療、福祉 467 259 28 2 1 15 8 5

複合サービス事業 7 5 1 0 0 0 1 0

サービス業 93 65 18 16 0 1 7 0

区分

 

事

業

所

数

知

っ

て

い

る



取

り

組

み

が

進

ん

で

い

な

い

複数回答有

全体

労組なし

労組あり

企

業

規

模

産

業

分

類



